
 
1．はじめに

　地域資源創成学部は，地域における新たな成長産業

の振興及び地域活性化を企画・実践できる実務的素養

を身につけた人材の育成を目標として掲げ，教育を実

施している．著者は，自身の専門である食の視点から

地域資源を捉え，食の興味関心の醸成，実践力の育成

に取り組んでいる．また，学生による授業評価を通じ

て授業科目に関する教育効果や問題点を分析し，教育

改善に積極的に取り組んでいる．

　本稿では，地域資源創成学部における異分野連携教

育を紹介するとともに，著者が所属する地域産業創出

コースでの学びを著者の専門である食品関連科目を事

例として取り上げ，食を基軸とした地域資源創成教育

の実践例について報告する．

2．地域資源創成学部における教育

(1) 育成人材像

　地域資源創成学部では，マネジメントの専門知識と，

社会・人文科学，及び農学・工学分野の利活用技術の

基礎知識を教授する異分野融合のカリキュラムを構築

するとともに，研究者教員と実務家教員とが協働した

実践的教育，宮崎県全域をフィールドとした実習や国

内・海外インターンシップによる地域の方たちと一体

となった協働教育を導入している．実践活動を通して

人々と広く協働し，地域の資源や状況をよく理解・分

析することで問題解決に導けるコミュニケーション

力，理解力を育成している． これらにより，企画力，

実践力の育成を図り，地域の活性化に不可欠な社会を

牽引するイノベーション創出に向けたマネジメントの

知識と，地域資源の価値を複眼的に捉える視野を持っ

た人材を養成し，地域から要望が高い，実社会で即戦

力として，日本国中で活躍できる人材の輩出を目指し

ている（地域資源創成学部 2016）．
　著者が所属する「地域産業創出コース」では，地域

資源（農業・自然・文化等）の価値を理解し，地域資

源を活用した新商品の企画，ビジネスの新展開，様々

な切り口からの地域資源の魅力発信等を通じて地域資

源に新たな価値を見出し，6 次産業化や観光等の地域

の産業創出につなげることができる人材を養成するこ

とを目標として掲げている（地域資源創成学部 2016）．
 
(2) 宮崎地域と食

　宮崎県は，豊かな日照と温暖な気候に恵まれており，

これらを活かした多様な農業が展開される全国有数の

農業県である．近年は，宮崎牛や完熟マンゴーなど世

界に誇るブランド農林水畜産物を有し，2017 年の農

業産出額は全国第 5 位と，全国有数の食料供給基地

として重要な役割を担っており，本県の存在意義はま

すます高くなっている（農林水産省 2017）．
　日本は本格的な少子高齢化・人口減少社会を迎え，

国内市場が縮小していく一方で，国際貿易の促進に向

けた動きが急速な展開を見せるなど，地域間・国際間

の競争環境は厳しさを増している．本県では，それら

に打ち勝つ高い競争力と将来への成長力を有する産業

を構築していく必要がある．県内経済の本格的な回復

と将来への揺るぎない食料産業の構築を図るために

は，これまで取り組んできた産地や食品加工企業の育

成，6 次産業化の推進や農商工連携等の高付加価値化

の取組に加えて，飲食業や観光産業等とも連携し発展

の裾野を広げつつ，より総合的・一元的にフードビジ

ネスを捉え，食の知識を基軸としてマーケティングや

デザイン等複眼的な視野を有し，産業の垣根を越えた

連携・融合や付加価値の向上を強力に推進することが

急務である．宮崎県では，フードビジネスの成長産業

化を目指し，「食の王国 みやざき」の地域ブランド確

立へとつなげる産学官連携の取り組み，そしてそれを

けん引する人材の育成が求められている（宮崎県 2013）．

(3) 食教育カリキュラム

　フードビジネスの振興が求められている宮崎県にお

いて，フードビジネスの振興を担う企業等が発展して

いくためには，次代を担う後継者や経営幹部に市場の
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いて、フードビジネスの振興を担う企業等が発展して

いくためには、次代を担う後継者や経営幹部に市場の

可能性を感じ取る経営嗅覚や情報収集力、分析能力、

さらには企業単体だけではなく、サプライチェーン全

体を経営体として捉えたマネジメント力等、本学部に

おいて基本となる能力の育成が重要である。加えて、

フードビジネスにおいては、命に係わる「食」を取り

扱うことから、食品機能や衛生についての知識習得が

必須となる。地域社会で求められるこれらの異なる専

門分野の能力は、「マネジメントの専門知識」と、「農

学分野の利活用技術の基礎知識」とを連結した異分野

融合のカリキュラムを有する本学部において育成を目

指す能力と合致する。 
本稿では、著者が担当する農学分野の利活用技術の

基礎知識の中でも、食品に関連する専門教育に焦点を

当てご紹介する。 
 
3．食品系科目の構成 

 
地域資源創成学部における食品系科目は、図 1に示
す 4つの科目により構成されている。 
 

 4 つの科目は、基礎、応用、実践の 3 つに分類され
ている。以下に、それぞれの科目において習得を目指

す能力や、食の振興に各科目がどのように関わるのか

を解説する。 

図 1. 地域資源創成学部における食品系科目 

 (1) 食品学総論 

食品には、栄養機能、嗜好機能、生体調節機能の三

つの機能がある。食品を設計する上で、食品の各機能

を理解し、栄養成分特性や開発技術について理解する

ことは極めて重要である。食品学総論では、食品機能

の中でも最も重要な栄養機能に関わる、水分・灰分・

炭水化物・タンパク質・脂質・ビタミンを中心に、こ

れらの物質の役割や特性についての知識を習得するこ

とを目標として掲げている。また、加工による食品の

変化や、食品の重要な要素である味や色、香り、食感

等、五感に関係する因子について解説し、これら美味

しさの要素を総合的に理解するとともに、美味しさの

評価方法（官能評価）についてアクティブラーニング

を通して学習することで、フードビジネスを推進する

際に必要な基礎知識を習得することを目標としている。 
 
(2) フードビジネスⅠ 

 フードビジネスⅠ、フードビジネスⅡでは、食品を

基軸としてビジネスへと展開する際に必要な応用力を

育成することを目的としている。 
フードビジネスⅠでは、食品を生産・加工・流通する

上で遵守する必要がある食品衛生法の等関連法規を学

ぶ。特に、衛生管理については具体的な食品事故事例

を取り上げ、その重要性を理解する工夫をしている。

また、フードビジネス市場で注目される健康食品に焦

点を当て、その種類や市場性等について学び、関連知 
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識を習得することを目指している．続いて，食品の品

質評価・官能検査等について学ぶことで，広く市場に

受け入れられる食品の開発方法を学ぶとともに，高機

能食品の開発や地域農産物を用いた食品の開発につい

て具体的事例を取り上げ，現場での開発手順を理解す

ることを目標としている．さらには，企業での食品製

造・加工方法について具体的事例を基に学び，実現場

での食品製造過程で重要なポイントを理解し，食の知

識を現場で即戦力として応用するための能力を育成す

ることを目標としている．

(3) フードビジネスⅡ

　近年，地域の農産物等を活用した商品開発が全国各

地でみられ，成功事例がとりあげられることも少なく

ない．しかしながら，素晴らしい地域食資源があった

としても，それだけで簡単に売上が伸びるわけではな

いのが現状である．フードビジネスⅡでは，フードビ

ジネス市場下の競争で生き抜いていく能力を身につけ

るために，多様な視点から新商品開発における基本的

な考え方や手法について学ぶことを目的としている．

具体的には，フードシステム，食と社会との関係，フー

ドマーケティング，フードデザイン・コンテンツを中

心に，本学部において基礎として学ぶマーケティング

やマネジメントの知識を基軸として，食品学総論，フー

ドビジネスⅠで習得した食品関連知識を応用し，地域

の食に関連するテーマを学生自身が設定して具体的な

フードビジネスプラン構築に取り組むことで，フード

ビジネス推進に必要な能力を育成することを目標とし

ている．

(4) 食品製造実習

　食品製造実習では，食品の成分分析，データ処理を

通して，食品開発の現場において，どのような手法で

食品が開発・分析・評価されているかを理解すること

を目指している．また，食品機能を生かした食品加工

に実際に取り組むことで，食品機能の可視化とその応

用方法について実践活動を通して体感し学ぶことを目

的としている．本実習では，実践活動を通じて食品の

開発・分析・評価を経験することで，食品製造現場に

おける開発や品質管理を体感し，解析結果を基にした

高付加価値食品や地域ブランド食品のデザイン手法を

学ぶことを目標としている．

4．科目の開発

　前述の「3．食品系科目の構成」で解説したように，

地域食資源を活用した地域振興に必要な能力を育成

する食品系科目は主に 4 つの科目で構成されている．

本稿では，食品に関する基礎知識を習得することを目

指す「食品学総論」を例に挙げて科目の開発について

解説する（図 2）．

(1) 学習目標の設定

　前述のように，著者が所属する「地域産業創出コー

ス」では，地域資源の価値を理解し，地域食資源を活

用した新商品の企画，ビジネスの新展開，様々な切り

口からの地域資源の魅力発信等を通じて地域資源に新

たな価値を見出し，6 次産業化や観光等の地域の産業

創出につなげることができる人材を養成することを目

図 2. 科目開発と改善のプロセス
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標として掲げている（地域資源創成学部 2016）．
　地域資源として食に焦点をあて地域産業を創出する

際に食に関する基礎知識は必須であるが，専門家とし

ての習熟度は必ずしも求められないと想定される．学

部ポリシーや地域からプログラムで要求される人材育

成像を鑑みると，フードシステムやマーケティング等

の知識を基軸として，食を取り扱う上で必要な知識と，

議論する上で必要な食関連用語を習得することが重要

であることが示唆される．以上より，本科目では，①

食のインデックス，②食への興味関心，③実践力を育

成目標項目として設定し，授業を構築した．

(2) 学習経験の設計

　4-(1) で設定した学習目標を学生が達成できるよう

に，シラバスを活用し学生自身が到達目標を意識しな

がら受講計画を立て学習に望めるよう準備した．教材

として，指定教科書（喜多野ら，2016）をはじめとして，

講義資料を基にした自作教材，レジュメ，WebClass
への教材アップロードを行い，講義時間以外の学習を

促す工夫をした．また，講義毎の習熟度を向上させる

ため，講義開始前に前回講義内容を問うミニテストを

行い，ミニテスト後には答え合わせと前回講義の重要

ポイントを中心に振り返りを行い知識の定着を図った

（Fink 2011）．

(3) 授業と成績評価

　授業は教材を基に解説を行う講義形式を基盤とし

て，栄養素の溶解性を可視化する実験（Terao and 
Nagao 1999）や，脂質過酸化物価測定試験（滝沢ほ

か，1992），官能評価（上田・相良 2009）等のアク

ティブラーニングを取り入れる講義形式とした．ま

た，自身で考えその考えを共有する場としてグループ

ワークを取り入れ（新井・坂倉 2013），学生の能動的

な授業参加を促進した．その際，スムーズにグループ

ワークに移行できるよう，冒頭にアイスブレイク（青

木 2014）を取り入れた．グループワークで取りまと

めた意見はプレゼンテーション形式で発表し（石坂 
2012, 若林 2014），教員だけでなく学生同士も相互評

価するピアレビューを取り入れた．ピアレビュー実施

の際には，事前にルーブリック評価表を提示し発表の

際評価対象となる項目を意識するよう促した．

　講義毎に実施するミニテスト，ミニレポート及び

15 回の講義後に実施する定期試験を，成績評価の対

象とした．当該評価は，講義内容の理解度向上と時間

外学習の促進を図ることを主目的としているが，適切

な文章表現で自身の考えをアウトプットできる能力の

育成も目的とした．文章表現等の大学生としての基礎

力は，大学教育入門セミナーにて聴く・読む・書く・

調べる・整理する・まとめる・表現する・伝える・考

える能力を（高島 2013, 上村ほか 2019），専門教育

入門セミナーで学習計画立案方法やレポート作成の基

本を（竹田・藤木 2013, 小笠原 2018），指導している．

これらの基礎力を基盤として，習得した食関連知識の

アウトプットを促す指導を行なった上で，成果物の評

価を行なった．

(4) 点検と改善

　上述の提出物は，採点・添削後に返却及び重要事項

の共有を行うことで，学習成果の正誤確認・修正，知

識の定着，振り返りを図った．定期試験についても同

様に採点後返却をし，自身の到達点を明確にすると同

時に，学生の異議申し立て機会を設けた．また，試験

結果の得点分布図を公開し，母集団のどこに自身が位

置するのかを確認できるようにした．

　教育アセスメントとして，全講義終了後の授業評価

結果を活用した．また，毎回の講義でミニアンケー

ト（質問・意見等を収集，自由記述式）を実施し，

WebClass 上にいつでも質問や意見が記入できる掲示

板を設けることで，学生の要望を学期中に反映するこ

とができるよう工夫した．教育研究活動の向上を目指

し，全学及び所属学部において開催される FD/SD 研

修会へ積極的に参加した．

5．授業評価（2017～ 2019年）と教育活動の改善

　本項目では，各学部において実施されている授業評

価と教育活動の改善について，前述の「4．科目の開発」

で述べたように食品学総論を例に挙げて解説する．

　表 1 に授業評価における質問項目を，図 3 に 2017
年度から 2019 年度までの当該科目の授業評価を示す

（地域資源創成学部は 2016 年度に開設された新設学

部で，当該科目は 2017 年度開始の科目である）．本

授業評価を基に，年次ごとに変更した点，改善した点

を中心に，効果が認められたと感じた事項ついて以下

に解説する．

　

(1) 地域食資源の使用による興味関心の醸成

　2017 年度より，講義では地域食素材を例として挙

げながら食品の栄養成分や機能性成分等を解説する手

法を取り入れた．具体的には，宮崎伝統野菜である糸
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3 の項目の当該科目のポイントは、全体のポイントを
上回る結果となった。学生の授業評価における自由記

述回答からも、「地域の素材を取り上げ具体的に考え
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近な食材が出てくるので、楽しんで学ぶことができた」

等、地域食資源を基軸とした講義の構成に対して好意

的な意見が複数認められ、学生の食への興味関心の醸

成が図れていることが伺えた。なお、食品学総論に続

く他の 3科目（図 1）でも共通の食品を取り上げてい
る。連動して実施している講義における授業評価にお
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～ 3 の項目の当該科目のポイントは，全体のポイン

トを上回る結果となった．学生の授業評価における自

由記述回答からも，「地域の素材を取り上げ具体的に

考える講義になっていたので，食への興味がわいた」，

「身近な食材が出てくるので，楽しんで学ぶことがで

きた」等，地域食資源を基軸とした講義の構成に対し

て好意的な意見が複数認められ，学生の食への興味関

心の醸成が図れていることが伺えた．なお，食品学総

論に続く他の 3 科目（図 1）でも共通の食品を取り上

げている．連動して実施している講義における授業評
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価においても，地域食資源を取り上げることによる興

味関心の向上，地域活性化等の応用への展開，食品開

発を通した実践力の向上等，複数の科目で共通の食資

源を多面的に捉えることで得られる教育の質向上に繋

がる回答が複数認められた．以上より，専門教育に地

域食資源を具体例として挙げ解説することで，学生の

食への興味関心が醸成され，結果として学びの質が向

上したと示唆された．

(2) 講義資料の配布

　前述のように，2017 年度，表 1 で掲げる項目のう

ち 1 ～ 3 の項目の当該科目のポイントは，全体のポ

イントを上回る結果となった．一方で，講義毎に実施

するミニアンケートや授業評価の回答（自由記述）に

おいて，講義資料を配布して欲しい旨の要望が複数認

められた．当該講義では，食品に関連する専門知識を

習得するため，講義では教科書，教科書を引用して作

成した講義スライドを活用している．2017 年度は教

科書の著作権の関係上，講義スライドは配布せず，希

望者が担当教員を訪ねれば紙面にて自由に閲覧でき

る形式をとったが，上述のように学生からは講義資

料の配布希望が複数寄せられた．当該要望を受けて，

2018 年度からは講義スライドを印刷不可・閲覧のみ

可能な形式で WebClass へアップロードする方法を導

入したところ（図 5），表 1 で掲げる項目のうち 1 ～

3 の項目の当該科目のポイントが，全体のポイントを

大きく上回った．

　著者の当初の当該科目学習イメージは，教科書を基

軸として，補助資料として講義資料を用い，科学的な

内容の食品学をわかりやすく解説することで，食品学

の知識を習得する方法であった．しかしながら，学生

は，「学ぶ」ことよりも「聴く」ことに重きを置いて

講義を受講しているように見受けられた（これは，そ

の他の講義においても同様の感触を著者は受けてい

る）．その結果として，補助資料であるはずの講義資

料が基本資料となり，教科書が辞書のような役割を果

たしているようであった．学生の学習スタイルに合わ

せ，講義資料の WebClass 上での自由な閲覧体制を整

備した結果，授業外学習時間が増加し，学生の学習の

質と理解度，満足度が向上したと思慮する（ミニテス

トや定期試験結果より）．

(3) レジュメの作成

　講義毎に実施するミニアンケートや講義終了後に寄

せられた複数意見として，レジュメの配布希望が挙げ

られる．著者自身の学生時代の学びにおいてレジュメ

の配布を受けたことが無かったため，配布すること自

体が学習構築要素にはなかった．しかしながら，当該

講義を含めて複数の講義でレジュメの配布希望が寄せ

られた．学生にとって，レジュメは要点を取りまとめ

てある極めて重要な学習ツールであるようだ．著者の

個人的な考えとしては，要点については繰り返し授業

で解説しているため，各自が理解し要約して欲しいと

考えている．しかしながら，要点を汲み取り自身で取

りまとめることが苦手な学生が一定数いることを，浅

い教員経験からではあるが感じている．

　以上を受けて，2019 年度より，講義回毎にレジュ

メを作成し配布した（図 6）．レジュメを活用するこ

とにより講義の重要ポイントが学生により伝わりやす

くなり，2019 年度は表 1 で掲げる項目のうち 1 ～ 3
の項目の当該科目のポイントが，全体のポイントを更

に大きく上回った．レジュメは学びの要点を取りまと

めたものであるため，食のインデックスを習得するこ

とを目的としている当該講義においては有効であった

と考えられる．以上より，レジュメの導入は，学生の

重要ポイントの理解を助ける極めて重要な役割を果た

すことが示唆された．

　なお，2019 年度に実施したレジュメ配布に関する

所感及びその後の改善を以下に記す．2019 年度は，

重要ポイントを（　）で標記し，各自が記入していく

スタイルのレジュメを配布した．レジメへの記入によ

り手を動かすことで，「聴く」と「書く」の動作が定

期的に繰り返され，授業行動のメリハリや眠気防止に

繋がったのでは無いかと考えている．一方で，講義よ

りも穴埋めに必死な学生が一部見受けられた．そのた

め，2019 年度途中から記入する箇所を減らし，長い

用語等は太字，下線で記す等の改善を行った．図 5. WebClass で掲載した講義スライド
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食品学総論

第 章 －人と食べ物－

１．食品とは

Ⅰ.（ ）を 1 種類以上含み、 
Ⅱ. 有毒・有害なものを含まない（ ）なものであり、 
Ⅲ. 摂取するのに好ましい（ ）を持ち、 
Ⅳ. ヒトのホメオスタシス（恒常性）に寄与する（＝ ）、 
生理的成分を含む（ ）及び（ ）を総称したもの。 

 
 
２．食品の成分

五大栄養素である、（ ）、（ ）、（ ）、

（ ）、（ ）＋ 水分 ＋ 色素成分・呈味成分等 
 
 
３．食料と環境問題

（１）（① ）と（② ） 
①：高次消費者、消費者、生産者、分解者が、食べ物で形成する生物同士のつながり。 
②：環境汚染の影響で、PCB や有機水銀を高濃度含有する食品が生まれ、健康被害が出ている。 

近年では、マイクロプラスティック（5mm 以下）の生態系への影響も懸念されている。 
社会全体で環境汚染防止やリサイクルを推進する等の努力が求められている。 

（２）（③ ）と（④ ） 
③：世界人口や約 72 億人に達し、現在も年に約 1.1％の割合で増加している。 
④：現在、飢餓や栄養失調で苦しむ人は 10 億人以上存在する（6 人に 1 人が飢えている）。 

単なる食糧不足では無く、経済の仕組みが食料の配分を偏らせていると考えられる。 
（３）（⑤ ）と（⑥ ） 

⑤：輸送距離が短ければ短いほど環境負荷が低くなり、地球環境保護に繋がるという考え方。 
食品の輸送量（t）×生産地から食卓までの輸送距離（km）＝⑤（t･km） 
①の値が小さいほど、環境に優しい。 

⑥：地域生産・地域消費の略称。（⑤ ）の値が小さく環境に優しい、新鮮なもの

が手に入る、地域産業活性化・地域伝統食文化を継承できる、食料自給率向上等の利点あり。 
（４）（ ）、（ ）の低減 

日本の飽食とも言える食生活を象徴する問題。食べ残しや消費・賞味期限切れの食品などによっ

て生じる（⑦ ）は環境への負荷が大きく問題となっている。 

（⑦ ）率（％）＝
直接廃棄重量 ＋食べ残し重量＋ 過剰除去重量

食品使用量
× 100 

食品リサイクル法のもと、廃棄物の回収、再利用が進められている。 

作成者：山崎有美 
 

※SDGs 
SDGs：「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称。SDGs は 2015 年 9 月

の国連サミットで採択されたもので、国連加盟 193 か国が 2016 年から 2030 年の 15 年間で達成す

るために掲げた目標。 
 
 
４．食品の分類食料と環境問題

（１）（ ）による分類 
食品を生産する様式（業種）による分類。 

（２）（ ）による分類 
食品の原材料（植物性、動物性等）による分類。 

（３）（ ）による分類 
食品に含まれる栄養成分をもとに分類。 

3-①（ ）：食品の栄養素の持つ役割を、赤、黄、緑の三食に分けたもの。 
3-②（ ）：日本の食生活に不足している栄養素を補い、栄養バランスの調った

食事をするために考案された物。 
3-③（ ）：食品を栄養素の特徴から 6 群に分類したもの。 
3-④（ ）：食事の望ましい組み合わせやおおよその量をイラスト化したもの。 
3-⑤（ ）：アメリカ農務省が発表した、食品を 6 グループに分け、運動を取り

入れた生活習慣を推奨するイラスト。 
（４）（ ）による分類 

（ ）と（ ）に使われる食品に分ける分類。 
（５）（ ）、（ ）などにおける分類 

5-①（ ）による分類：文部科学省が、日本で常用される食品の成分値をまとめ

たもの。2198 品目の食品が、18 群に分類されている。 
5-②（ ）による分類：厚生労働省が、毎年一回実施する国民の栄養摂取状況調

査で利用される、食品を 17 群に分類したもの。 
5-③（ ）による分類：国際連合の専門機関の一つである FAO が、食料生産と

消費に関する統計調査を実施するため、食品を 11群に分類したもの。 
5-④（ ）による分類：農林水産省が、食料需給状況などを調査統計するために

使用される、食品を 16 群に分類したもの。 
（６）（ ）の分類 

6-①（ ）による分類：特定の国民を対象に供給することを目的とした食品。 
（ ）、（ ）、（ ） 
（ ）、（ ） 

6-②（ ）の分類：生鮮食品、加工食品等の分類。加工食品：乾燥食品、発酵食

品、塩蔵食品、冷凍食品、インスタント食品、缶詰食品、瓶詰食品、レトルトパウチ食品等。用

途による分類では、非常用食品、登山食品、宇宙食品等。 
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１．食品とは

Ⅰ.（ 栄養素 ）を 1 種類以上含み、 
Ⅱ. 有毒・有害なものを含まない（ 安全 ）なものであり、 
Ⅲ. 摂取するのに好ましい（ 嗜好特性 ）を持ち、 
Ⅳ. ヒトのホメオスタシス（恒常性）に寄与する（＝ 生体調節機能を有する ）、 
生理的成分を含む（ 天然物質 ）及び（ その加工品 ）を総称したもの。 

 
 
２．食品の成分

五大栄養素である、（ 炭水化物（糖質） ）、（ たんぱく質 ）、（ 脂質 ）、（ ビタミン ）、 
（ 無機質（ミネラル） ）＋ 水分 ＋ 色素成分・呈味成分等 
 
 
３．食料と環境問題

（１）（① 食物連鎖 ）と（② 生物濃縮 ） 
①：高次消費者、消費者、生産者、分解者が、食べ物で形成する生物同士のつながり。 
②：環境汚染の影響で、PCB や有機水銀を高濃度含有する食品が生まれ、健康被害が出ている。 

近年では、マイクロプラスティック（5mm 以下）の生態系への影響も懸念されている。 
社会全体で環境汚染防止やリサイクルを推進する等の努力が求められている。 

（２）（③ 人口増加 ）と（④ 食糧問題 ） 
③：世界人口や約 72 億人に達し、現在も年に約 1.1％の割合で増加している。 
④：現在、飢餓や栄養失調で苦しむ人は 10 億人以上存在する（6 人に 1 人が飢えている）。 

単なる食糧不足では無く、経済の仕組みが食料の配分を偏らせていると考えられる。 
（３）（⑤ フードマイレージ ）、（⑥ 地産地消 ） 

⑤：輸送距離が短ければ短いほど環境負荷が低くなり、地球環境保護に繋がるという考え方。 
食品の輸送量（t）×生産地から食卓までの輸送距離（km）＝⑤（t･km） 
①の値が小さいほど、環境に優しい。 

⑥：地域生産・地域消費の略称。（⑤ フードマイレージ ）の値が小さく環境に優しい、新鮮なも

のが手に入る、地域産業活性化・地域伝統食文化を継承できる、食料自給率向上等の利点あり。 
（４）（⑦ 食べ残し ）、（⑧ 食品廃棄の低減 ）の低減 

日本の飽食とも言える食生活を象徴する問題。食べ残しや消費・賞味期限切れの食品などによっ

て生じる（⑨ 食品ロス（フードロス） ）は環境への負荷が大きく問題となっている。 

（⑨ 食品ロス ）率（％）＝
直接廃棄重量 ＋食べ残し重量＋ 過剰除去重量

食品使用量
× 100 

食品リサイクル法のもと、廃棄物の回収、再利用が進められている。 

作成者：山崎有美 
 

※SDGs 
SDGs：「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称。SDGs は 2015 年 9 月

の国連サミットで採択されたもので、国連加盟 193 か国が 2016 年から 2030 年の 15 年間で達成す

るために掲げた目標。 
 
 
４．食品の分類食料と環境問題

（１）（ 生産様式 ）による分類 
食品を生産する様式（業種）による分類。 

（２）（ 原料 ）による分類 
食品の原材料（植物性、動物性等）による分類。 

（３）（ 栄養成分 ）による分類 
食品に含まれる栄養成分をもとに分類。 

3-①（ 三つの食品群 ）：食品の栄養素の持つ役割を、赤、黄、緑の三食に分けたもの。 
3-②（ 四つの食品群 ）：日本の食生活に不足している栄養素を補い、栄養バランスの調った食事

をするために考案された物。 
3-③（ 六つの食品群 ）：食品を栄養素の特徴から 6 群に分類したもの。 
3-④（ 食事バランスガイド ）：食事の望ましい組み合わせやおおよその量をイラスト化したもの。 
3-⑤（ 食品ピラミッド ）：アメリカ農務省が発表した、食品を 6 グループに分け、運動を取り入

れた生活習慣を推奨するイラスト。 
（４）（ 食習慣 ）による分類 

（ 主食 ）と（ 副食 ）に使われる食品に分ける分類。 
（５）（ 食品成分表 ）、（⑭ 国民健康・栄養調査 ）などにおける分類 

5-①（ 食品成分表 ）による分類：文部科学省が、日本で常用される食品の成分値をまとめたもの。

2198 品目の食品が、18 群に分類されている。 
5-②（ 国民健康・栄養調査 ）による分類：厚生労働省が、毎年一回実施する国民の栄養摂取状況

調査で利用される、食品を 17 群に分類したもの。 
5-③（ FAO ）による分類：国際連合の専門機関の一つである FAO が、食料生産と消費に関する

統計調査を実施するため、食品を 11 群に分類したもの。 
5-④（ 食糧需給表 ）による分類：農林水産省が、食料需給状況などを調査統計するために使用さ

れる、食品を 16 群に分類したもの。 
（６）（⑮ その他 ）の分類 

6-①（ 法令 ）による分類：特定の国民を対象に供給することを目的とした食品。 
（ 病者用食品 ）、（ 妊産婦・授乳婦用粉乳 ）、（ 乳児用調製粉

乳 ）、（ えん下困難者用食品 ）、（ 特定保健用食品 ） 
6-②（ その他 ）の分類：生鮮食品、加工食品等の分類。加工食品：乾燥食品、発酵食品、塩蔵食

品、冷凍食品、インスタント食品、缶詰食品、瓶詰食品、レトルトパウチ食品等。用途による分

類では、非常用食品、登山食品、宇宙食品等。 

図 6. 配布したレジュメ
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なお、2019年度に実施したレジュメ配布に関する所
感及びその後の改善を以下に記す。2019年度は、重要
ポイントを（ ）で標記し、各自が記入していくスタ

イルのレジュメを配布した。レジメへの記入により手

を動かすことで、「聴く」と「書く」の動作が定期的

に繰り返され、授業行動のメリハリや眠気防止に繋が

ったのでは無いかと考えている。一方で、講義よりも

穴埋めに必死な学生が一部見受けられた。そのため、

2019年度途中から記入する箇所を減らし、長い用語等
は太字、下線で記す等の改善を行った。 
 
(4) アクティブラーニングによる実践力の育成 

 2017 年度は著者の一身上の都合によりアクティブ
ラーニングを取り入れることができなかった。そのた

め、講義内における学生とのコミュニケーションも不

足していた。2018年度からは、栄養素の溶解性可視化
実験や、脂質過酸化物価測定試験、官能評価試験等の

アクティブラーニングを取り入れ、食の現場で実際に

行われる試験を実施し、体験を通して結果を学生と共

有する能動的なコミュニケーションを図った（図 7）。
その結果、2018年度以降は表 1で掲げる項目のうち 4
の項目の当該科目のポイントが、全体のポイントを大

きく上回った。 

 
図 7. 水を用いた官能評価試験 
 
 当該科目は知識習得型の科目である性質上、アクテ

ィブラーニングの導入やそれを通じたコミュニケーシ

ョン及び実践力の向上を図ることが難しい科目である。

実際に、他の食品関連科目であるフードビジネスⅠや

Ⅱ、食品製造実習と比較すると、表 1で掲げる項目の
うち 4の項目の当該科目のポイントは高くない。しか
しながら、知識習得型科目においても可能な範囲でア

クティブラーニングを導入することで、それを通じた

コミュニケーション及び実践力の向上を図ることがで

きると思慮する。 
 
(5) 学期の選択 

2017年度は、クウォーター制を取り入れ、第 3クウ
ォーター期間に開講した。当該科目は当初セメスター

制での開講を予定していたが、担当教員である著者の

産前・産後休業と開講時期が一部重複したこと、学部

開設後初めての開講であったこと、地域産業創出コー

スの必修科目であったことから、学部で協議の上、休

講措置や外部講師招聘措置はとらず、第 3クウォータ
ー期間に開講することとなった。その結果、2017年度
は表 1 で掲げる項目のうち 5～7 の項目の当該科目の
ポイントが、全体のポイントを大きく下回った。自由

記述の回答結果からも、講義のスピード、分量等を鑑

み、クウォーターで学ぶことは困難であった旨の回答

が複数認められた。 
2017年度の授業評価を受けて、2018年度以降は当
初予定していたセメスター制での開講に変更したとこ

ろ、表 1 で掲げる項目のうち 5～7 の項目の当該科目
のポイントは、全体のポイントと同等まで改善した。 
クウォーター制は、学生が該当する授業科目の単位

を短期間で履修することができ、集中的な学習が期待

できる。また、クォーター制では 1年間を 4回に分け
て授業を行うため、柔軟な履修計画の立て方が可能と

なり、長期インターンシップや海外への留学が容易と

なる等メリットがある。しかしながら、著者が担当し

ている食品学総論のように、授業内容や定めた到達目

標によっては、クウォーター制が学生の学びの質向上

に必ずしも繋がらないケースが認められると思慮する。

クウォーター制の導入は学生の履修計画や種々の活動

推進において柔軟性を与えることができる 1つの手段
であることは間違いないが、科目特性に応じて導入は

慎重に検討する必要があると思慮する。 
 
5．今後の課題 

 本稿では、食品学総論を例として取り上げ、2017年
度からの 3年間における授業とその評価について解説
した。当該講義では、学習目標として掲げた、①食の

インデックス、②食への興味関心、③実践力の育成に

ついて、ある程度達成できたと思慮する。特に、学生

が難しいと感じている学問（地域資源創成学部の学生

にとって、食品のような理系の知識、特に化学の知識

に触れることはかなり心のハードルが高いようである）

について、興味関心を醸成し、わかりやすく解説を行

い、食のインデックスや実践力の育成に繋げることが

(4) アクティブラーニングによる実践力の育成

　2017 年度は著者の一身上の都合によりアクティブ

ラーニングを取り入れることができなかった．そのた

め，講義内における学生とのコミュニケーションも不

足していた．2018 年度からは，栄養素の溶解性可視

化実験や，脂質過酸化物価測定試験，官能評価試験等

のアクティブラーニングを取り入れ，食の現場で実際

に行われる試験を実施し，体験を通して結果を学生と

共有する能動的なコミュニケーションを図った（図

7）．その結果，2018 年度以降は表 1 で掲げる項目の

うち 4 の項目の当該科目のポイントが，全体のポイ

ントを大きく上回った． 

　当該科目は知識習得型の科目である性質上，アク

ティブラーニングの導入やそれを通じたコミュニケー

ション及び実践力の向上を図ることが難しい科目であ

る．実際に，他の食品関連科目であるフードビジネス

ⅠやⅡ，食品製造実習と比較すると，表 1 で掲げる項

目のうち 4 の項目の当該科目のポイントは高くない．

しかしながら，知識習得型科目においても可能な範囲

でアクティブラーニングを導入することで，それを通

じたコミュニケーション及び実践力の向上を図ること

ができると思慮する．

(5) 学期の選択

　2017 年度は，クウォーター制を取り入れ，第 3 ク

ウォーター期間に開講した．当該科目は当初セメス

ター制での開講を予定していたが，担当教員である著

者の産前・産後休業と開講時期が一部重複したこと，

学部開設後初めての開講であったこと，地域産業創出

コースの必修科目であったことから，学部で協議の上，

休講措置や外部講師招聘措置はとらず，第 3 クウォー

ター期間に開講することとなった．その結果，2017

年度は表 1 で掲げる項目のうち 5 ～ 7 の項目の当該

科目のポイントが，全体のポイントを大きく下回った．

自由記述の回答結果からも，講義のスピード，分量等

を鑑み，クウォーターで学ぶことは困難であった旨の

回答が複数認められた．

　2017 年度の授業評価を受けて，2018 年度以降は当

初予定していたセメスター制での開講に変更したとこ

ろ，表 1 で掲げる項目のうち 5 ～ 7 の項目の当該科

目のポイントは，全体のポイントと同等まで改善した．

　クウォーター制は，学生が該当する授業科目の単位

を短期間で履修することができ，集中的な学習が期待

できる．また，クウォーター制では 1 年間を 4 回に

分けて授業を行うため，柔軟な履修計画の立て方が可

能となり，長期インターンシップや海外への留学が容

易となる等メリットがある．しかしながら，著者が担

当している食品学総論のように，授業内容や定めた到

達目標によっては，クウォーター制が学生の学びの質

向上に必ずしも繋がらないケースが認められると思慮

する．クウォーター制の導入は学生の履修計画や種々

の活動推進において柔軟性を与えることができる 1 つ

の手段であることは間違いないが，科目特性に応じて

導入は慎重に検討する必要があると思慮する．

5．今後の課題

　本稿では，食品学総論を例として取り上げ，2017
年度からの 3 年間における授業とその評価について解

説した．当該講義では，学習目標として掲げた，①食

のインデックス，②食への興味関心，③実践力の育成

について，ある程度達成できたと思慮する．特に，学

生が難しいと感じている学問（地域資源創成学部の学

生にとって，食品のような理系の知識，特に化学の知

識に触れることはかなり心のハードルが高いようであ

る）について，興味関心を醸成し，わかりやすく解説

を行い，食のインデックスや実践力の育成に繋げるこ

とができたことは，一定の成果であると思慮する．し

かしながら，表 1 で掲げる項目のうち 9 及び 10 の項

目については課題が残る．

　食品を深く学ぶ場合には，食品栄養学や食品機能学，

食品衛生学等，各学問を個別に学ぶ必要がある．これ

ら食品関連の学問のうち，食品学は食品全体をまとめ

る入門科目である．しかしながら，食品学においても

専門知識や用語は多く認められ，食を主専門としない

地域資源創成学部の学生にとっては難解な学問となっ

ている．学生にとっては，入門科目である食品学総論

図 7. 水を用いた官能評価試験
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でさえも難しく，全てを理解できないと感じている学

生も存在するように感じている．また，食のインデッ

クスや実践力の育成を当該科目では目的としているの

に対し，学生は農学部の学生ように深く学びたいと目

標を高く設定している学生も一部存在する．表 1 で

掲げる項目のうち 9 の項目「この授業の到達目標（達

成目標）を達成できましたか」について，これまでは，

シラバスや第 1 回目の講義等において講義全体の達

成目標を明示してきた．今後は，講義毎に小目標を提

示し，ステップアップしている実感が得られる工夫を

取り入れることを検討している．当該工夫により，食

品学を難解と感じている学生にとっても，食品学全体

を理解しようとしている学生にとっても，達成感が得

られ，前向きに学習に取り組めるようになるのではな

いかと思慮する．

　また，表 1 で掲げる項目のうち 10 の項目「この授

業では，質問や発言を積極的に行い意欲的に授業に取

り組みましたか」についても改善が必要であると感じ

ている．当該科目において，内容をわかりやすく解説

する努力，理解度を向上させる取り組みを通して，興

味関心の醸成や実践力の育成を図ってきた．しかしな

がら，質問や発言を介した学生との密接な対話をする

機会は多くないのが現状である．当該科目は知識習得

型の科目ではあるが，質問や発言を積極的に行える工

夫や雰囲気作りは極めて重要であると思慮する．今後

の FD/SD 活動を通じて，改善方法を模索する予定で

ある．

　表 1 で掲げる項目のうち 5 ～ 7 の項目について

は，2017 年度から比較すると科目ポイントは向上し，

2019 年度では全体のポイントと同等となっている．

これらは，「この授業でのレポートや課題は適切な量

だったと思いますか」，「授業内容や分量は適切だった

と思いますか」，「授業の進む早さは適切だったと思い

ますか」の 3 項目であり，主に授業に関わる内容や

課題の分量及び速度を問う項目となっている．恐らく，

授業で学ぶ内容を減らし，授業速度を緩やかにし，課

題を減らすことでポイントは向上すると推察される．

しかしながら，それは教育の質低下と表裏一体である

と考えられることから，2020 年度から数年間は現在

の分量と速度で授業を進め，学生の様子を注視し，必

要に応じて改善していきたいと考えている．

　最後に，著者が感じる最も大きな課題は，学生自身

の学ぶ意欲の醸成である．著者が担当する食品関連科

目に限らず，大学教育入門セミナー，専門教育入門セ

ミナー，地域産業創出概論等，複数の講義で学生の学

びに対する姿勢が受け身であるように感じている．著

者は学生に対して，自分から貪欲に学ぶ意欲を持って

授業に臨んで欲しいと期待しているが，現在とのころ

そのような意欲を引き出すことはできていない．今後

の FD/SD 活動において，諸先生方の取り組みを参考

にさせて頂きながら改善していきたいと思慮する．
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